
■ESGデータ集

環境に関するデータ

Scope１,2
単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

都市ガス 1,000㎥ 728.9 621.8 904.9 954.5 1,011.2
GJ 32,803.0 27,802.6 40,833.8 43,068.7 45,619.9

tCO2 1,635.8 1,386.4 2,036.2 1,956.8 2,080.0
LPガス t 0.0 0.0 9.4 6.5 6.4

GJ 0.0 0.0 476.2 327.4 321.6
tCO2 0.0 0.0 28.1 19.6 19.2

灯油 KL 10.6 11.8 78.1 81.4 65.9
GJ 387.6 432.8 2,867.9 2,969.6 2,406.2

tCO2 26.3 29.4 194.5 203.6 165.0
軽油 KL 0.6 2.0 0.8 0.7 0.7

GJ 21.6 74.5 29.5 26.2 26.2
tCO2 1.5 5.1 2.0 1.8 1.8

重油 KL 35.1 37.6 93.4 134.1 134.4
GJ 1,371.3 1,471.8 3,652.8 5,217.4 5,227.5

tCO2 95.0 102.0 253.1 369.2 369.9
ガソリン KL 705.9 689.4 2,840.5 3,468.5 3,376.3

GJ 24,423.8 23,851.6 98,281.3 115,846.8 112,769.1
tCO2 1,638.8 1,600.4 6,594.7 7,943.2 7,732.2
KL ー ー ー ー 0.5
GJ ー ー ー ー 17.3

tCO2 ー ー ー ー 1.2
GJ 59,007.2 53,633.3 146,141.5 167,456.1 166,387.9

tCO2 3,397.4 3,123.3 9,108.8 10,494.2 10,369.4
1,000kWh 29,066.6 26,551.6 41,505.9 41,902.4 44,850.5

GJ 284,663.5 260,913.6 410,168.2 361,995.6 387,508.7
tCO2 13,147.4 10,885.9 11,297.5 10,791.8 10,227.3
GJ 10,157.3 9,414.7 10,402.8 9,689.7 10,313.1

tCO2 425.7 394.6 444.8 404.7 423.0
GJ 7,899.2 7,062.6 6,320.0 5,089.0 5,407.1

tCO2 331.1 296.0 265.6 205.3 212.0
GJ 3,835.3 4,228.6 4,037.7 3,534.0 3,372.1

tCO2 160.7 177.2 169.2 158.0 150.8
GJ 306,555.3 281,619.4 430,928.6 380,308.4 406,600.9

tCO2 14,064.9 11,753.7 12,177.1 11,559.8 11,013.0
GJ 365,562.5 335,252.7 577,070.1 547,764.4 572,988.8

tCO2 17,462.3 14,877.1 21,285.9 22,054.0 21,382.4
施設の合計エネルギー使用量 GJ 341,138.7 311,401.1 478,788.8 431,917.6 460,202.3
エネルギー使用量（合計）原油換算 KL 8,801.4 8,034.1 12,352.8 11,143.5 11,873.2
延床面積 ㎡ 250,032.9 267,197.4 345,651.0 352,140.7 357,971.6
エネルギー使用に係る原単位 kl/m2 0.035 0.030 0.036 0.032 0.033
車両に係るCO2排出量 tCO2 1,638.8 1,600.4 6,594.7 7,943.2 7,733.4
走行距離 km 13,228,474.6 13,192,951.7 66,175,008.0 72,023,832.0 78,174,888.0
CO2排出量に係る原単位（排出量／走行距離） tCO2/km 0.0001239 0.0001213 0.0000997 0.0001103 0.0000989

Scope3（その他の間接的GHG排出量）
カテゴリ 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

tCO2 105.8 69.4 71.1 53.8
tCO2 1,134.3 804.3 599.9 602.7
tCO2 1,196.5 1,071.9 539.9 787.5

tCO2 38.5 52.1 85.7 91.9

tCO2 861.8 1,066.9 978.3 1,047.2

2-資本財 tCO2 0.0 0.0 0.0 0.0

tCO2 11.3 5.9 7.8 9.1
tCO2 0.0 0.0 0.0 0.0
tCO2 383.9 1,581.9 1,931.7 1,880.4
tCO2 0.6 0.1 0.0 0.2
tCO2 392.4 393.8 402.8 419.3
tCO2 1,560.7 1,521.6 1,448.1 1,578.2
tCO2 277.9 255.9 290.5 318.7
tCO2 0.4 0.1 0.1 0.2

5-事業から出る廃棄物 tCO2 ー ー ー 49.5
6-出張 tCO2 391.0 901.9 2,391.3 2,340.5
7-従業員の通勤 tCO2 2,573.7 7,113.3 6,855.8 6,752.7

tCO2 2.8 3.8 6.2 6.6
tCO2 62.2 77.0 70.6 75.5

（※2）主要3施設（大手町プレイスウエストタワー、大崎ブライトタワー、情報管理センター）を対象としています。

従業員の通勤

注）2022年4月から「新しいかんぽ営業体制」に移行し、日本郵便株式会社から当社への出向者が約1万人増加したことにより、一部項目において、2022年度の数値が2021年度から大きく増減してい
ます。

Ｅ

（※2）2022年度以降の車両の走行距離は、「新しいかんぽ営業体制」への移行に伴う推計値であるため、2021年度以前と集計方法が異なります。
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エネルギー消費量
単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

エネルギー総消費量 1,000kWh 51,538.6 47,201.4 87,867.6 93,504.9 96,372.8
1,000kWh 0.0 2,316.5 14,837.0 17,185.5 21,624.8
1,000kWh 51,538.6 44,884.8 73,030.6 76,319.4 74,748.0

水使用量
単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

1000㎥ 44.2 35.9 31.9 36.8 35.0
1000㎥ 45.5 33.5 29.5 28.8 25.4

廃棄物排出量・コピー用紙購入量
単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

一般廃棄物排出量（※1） t 1,198.1 996.3 727.3 484.1 416.7
t 1,102.8 918.2 652.1 419.1 352.2

産業廃棄物排出量（※1） t 477.4 222.5 146.4 169.5 155.4
t 363.1 185.2 122.2 139.1 135.7

コピー用紙購入数量 t 468.7 344.8 665.9 607.7 583.5
％ 98.1 98.0 98.2 98.2 97.8

環境保全活動
単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
円 200万 200万 200万 200万 210万環境保全活動の支援（森づくり活動への寄付など）

（うち、一般廃棄物のリサイクル量）

（うち、産業廃棄物のリサイクル量）

（※1）上記データは当社の本社拠点および大型施設（大手町プレイスウエストタワー、大崎ブライトタワー、仙台サービスセンター、岐阜サービスセンター、京都サービスセンター、福岡サービスセ
ンター、情報管理センター、京都岡崎ビル）における数値です。
（※2）上記データは当社の本社拠点（大手町プレイスウエストタワーおよび大崎ブライトタワー）における数値です。2023年度以前は、再生紙購入率を記載しています。

再生紙・環境配慮型用紙購入率 (※2)

水使用量（※）
上水
下水

（うち、再生可能エネルギー消費量）

（※）上記データは当社の本社拠点および大型施設（大手町プレイスウエストタワー、大崎ブライトタワー、仙台サービスセンター、岐阜サービスセンター、京都サービスセンター、福岡サービスセン
ター、情報管理センター、京都岡崎ビル）における数値です。

（うち、非再生可能エネルギー消費量）



■ESGデータ集
社会に関するデータ

各年度3月末時点

従業員の状況 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 8,252 8,144 19,776 19,092 18,656

男 4,681 4,586 15,206 14,554 14,129

比率 56.7% 56.3% 76.9% 76.2% 75.7%

女 3,571 3,558 4,570 4,538 4,527

比率 43.3% 43.7% 23.1% 23.8% 24.3%

（※）連結の対象範囲は、当社および子会社のかんぽシステムソリューションズ株式会社です。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 7,645 7,545 19,148 18,427 17,952

男 4,233 4,147 14,759 14,088 13,647

比率 55.4% 55.0% 77.1% 76.5% 76.0%

女 3,412 3,398 4,389 4,339 4,305

比率 44.6% 45.0% 22.9% 23.5% 24.0%

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 39.9 40.5 43.6 43.9 44.2

男 42.7 43.2 45.0 45.3 45.5

女 36.5 37.3 38.9 39.5 39.9

（※）年度末時点の満年齢の平均を記載しており、小数点第2位を切り捨てて、小数点第1位まで表示しています。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 15.4 15.9 18.3 18.5 18.5

男 18.3 18.7 19.6 19.7 19.8

女 11.8 12.5 13.8 14.3 14.6

（※1）年度末時点の勤続年数の平均を記載しており、小数点第2位を切り捨てて、小数点第1位まで表示しています。

（※2）郵政省、総務省郵政事業庁および日本郵政公社から通算した勤続年数です。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 12.1 9.1 10.2 9.8 9.9

本社 ー 13.9 15.5 15.0 15.0

（※）次年度4月1日時点の数値です。

Ｓ

（※2）国籍別社員数および比率（2024年度）
    日本 17,943人（99.950％） 中国 5人（0.028％） 韓国 3人（0.017％） その他 1人（0.006％）
    うち、管理者の人数および比率
    日本 2,126人（99.906％） 中国 1人（0.047％） 韓国 1人（0.047％）

注）2022年4月から「新しいかんぽ営業体制」に移行し、日本郵便株式会社から当社への出向者が約1万人増加したことにより、一部項目において、2022
年度の数値が2021年度から大きく増減しています。

（※1）当社から他社への出向者を含まず、他社から当社への出向者を含んでいます。また、臨時従業員（無期転換制度に基づく無
期雇用転換者（アソシエイト社員）を含む。）は含んでいません。

従業員数（人、正社員）※連結

従業員数（人、正社員）※単体

平均年齢（歳）

女性管理職比率（％）

平均勤続年数（年）



日本アクチュアリー会の当社法人会員における女性割合（％）

（※）数値は年度末時点のものです。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

総離職者数（人） 全体 284 280 347 496 500

総離職率（％） 全体 3.6 3.6 4.5 4.7 4.3

自発的離職率（％） 全体 ー ー 4.5 4.7 4.3

2024年度

7.8



採用の状況 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
全体 205 128 184 359 242

男 79 60 90 240 182
女 126 68 94 119 60

エリア基幹職 78 57 86 269 213
一般職 54 25 17 ー ー
総合職 73 46 81 90 29

エリア全体 8 2 4 12 9
エリア基幹職 8 2 4 12 9

一般職 0 0 ー ー ー
エリア全体 10 5 5 27 22

エリア基幹職 6 3 5 27 22
一般職 4 2 ー ー ー

エリア全体 13 5 8 33 18
エリア基幹職 13 5 8 33 18

一般職 0 0 ー ー ー
エリア全体 38 20 27 57 41

エリア基幹職 10 12 10 57 41
一般職 28 8 17 ー ー

エリア全体 5 4 5 29 31
エリア基幹職 5 4 5 29 31

一般職 0 0 ー ー ー
エリア全体 3 3 2 14 7

エリア基幹職 3 3 2 14 7
一般職 0 0 ー ー ー

エリア全体 3 3 1 9 5
エリア基幹職 3 3 1 9 5

一般職 0 0 ー ー ー
エリア全体 10 13 14 19 23

エリア基幹職 6 9 14 19 23
一般職 4 4 ー ー ー

エリア全体 19 14 26 40 26
エリア基幹職 7 5 26 40 26

一般職 12 9 ー ー ー
エリア全体 3 3 4 9 11

エリア基幹職 3 3 4 9 11
一般職 0 0 ー ー ー

エリア全体 1 1 2 5 6
四国エリア（人） エリア基幹職 1 1 2 5 6

一般職 0 0 ー ー ー
エリア全体 19 8 4 13 10

九州エリア（人） エリア基幹職 13 6 4 13 10
一般職 6 2 ー ー ー

エリア全体 0 1 1 2 4
沖縄エリア（人） エリア基幹職 0 1 1 2 4

一般職 0 0 ー ー ー

中国エリア（人）

北陸エリア（人）

東海エリア（人）

近畿エリア（人）

信越エリア（人）

全体（人）

北海道エリア（人）

東北エリア（人）

関東エリア（人）

東京エリア（人）

南関東エリア（人）



2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

新入社員定着状況（3カ年経過時点）（％） 86.0 86.8 87.3 85.2 83.2

（※）各年度において新卒採用者の採用後3カ年経過時点の定着率です。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

障がい者雇用率（％） 日本郵政グループ全体 2.36 2.35 2.42 2.56 2.71

（※）障がい者雇用率（日本郵政グループ全体）は各年度6月1日現在における日本郵政グループ6社合算の数値です。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 9 14 29 65 275

男 6 14 22 43 201

女 3 0 7 22 74

ワーク・ライフ・バランス 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

育児休業取得者数(人） 全体 284 289 524 391 339

育児休業取得率（％） 全体 90.6 97.0 97.9 100.0 100.0

育児休業から復職した従業員の総数（人） 全体 210 243 368 336 342

育児休業復職率（％） 全体 96.8 98.0 98.7 98.2 98.0

（※）2023年度から計算方法を一部変更（他社から当社への出向者を含まず、当社から他社への出向者を含む）しています。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

全体 10 6 26 15 17

男 6 4 19 6 6

女 4 2 7 9 11

全体 5 7 16 14 8

男 3 4 7 3 2

女 2 3 9 11 6

（※1）2023年度から計算方法を一部変更（他社から当社への出向者を含まず、当社から他社への出向者を含む）しています。

（※2）2024年度から計算方法を一部変更（正社員に限る）しています。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

有給休暇取得率（％） 90.6 89.8 97.1 96.0 96.0

9.2

（※）2021年度より計算方法を一部変更（分母から育児休業及び休職等の理由で対象期間中の有給休暇取得日数が0日の社員を除
く）しています。

7.1社員一人あたりの月平均残業時間（時間） 7.1 8.6 9.4

中途採用数（人）

介護休業取得者数(人）

介護部分休業取得者数(人）



従業員の健康・安全 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

健康診断受診率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

ストレスチェック受診率（％） 92.50 91.80 94.03 94.20 92.60

欠勤率（％） ー 1.48 1.62 1.21 1.17

労働災害発生状況（※1・2） 0.38 0.60 1.92 1.81 2.17

（※1）年千人率（労働者1,000人あたり1年間に発生する死傷者数）で算出しています。

給与 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

平均年間給与（万円） 640 649 599 634 652

ー ー 73.0 73.4 74.1

ES調査 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

ES調査（エンゲージメントスコア調査） CC CCC C CC CCC

（※）全11段階中、Ｃは上位から９段階目、ＣＣは上位から８段階目、ＣＣＣは上位から７段階目の評価です。

能力開発・教育 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

能力開発研修時間（時間）（※） 19,829 29,665 41,004 62,250 43,587

参加者一人当たりの平均研修時間（時間） 8.0 10.9 17.6 41.0 27.6

参加者一人当たりの平均研修日数（日） 1.9 3.2 2.5 5.2 3.5

全社員一人当たりの平均研修時間（時間） 2.6 3.9 2.1 3.4 2.4

全社員一人当たりの平均研修日数（日） 0.6 1.1 0.3 0.4 0.3

全社員一人当たりの研修費用（円） 73,000 69,000 32,000 36,000 32,180

（※）人材開発室が主催する新入社員研修、マネジメント研修といった階層別の研修時間（研修時間×参加人数）です。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

資格取得奨励制度 利用者数（人）（※1） 1,029 779 917 821 596
通信教育講座 受講者数（人）（※2） 125 107 111 129 95

海外研修　参加者数（人）（※3） 1 1 2 10 10

国内MBA取得支援制度 利用者数（人）（※3） 0 1 0 1 1

（※1）資格取得奨励制度の利用者数は、本制度を利用して取得した資格数により算出しています。

（※2）通信教育講座の受講者数は、受講講座数により算出しています。

（※3）海外研修(海外MBAを含む)および国内MBA取得支援制度は、渡航または利用開始年度の人数を記載しています。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

キャリアチャレンジ制度（※） 合格者数 ー 21 18 52 64

(※2)労働者の男女の賃金の差異は、賃金台帳を基に、その雇用する男性労働者の賃金の平均（平均年間賃金＝賃金総額÷人員数）
に対するその雇用する女性労働者賃金の平均の割合を記載しています。総賃金から退職手当は除き、人員数から休職中の社員は除
きます。また、無期転換制度に基づく無期雇用転換者（アソシエイト社員）は正規（無期）雇用労働者に含めて記載しています。

（※2）日本郵政グループとして、労働災害の削減目標を設定しています。
     2025年度目標︓日本郵政グループ 5.75（年千人率）以下

（※）社員の自律的な成長などを目的に、現在と異なる職務や環境で新たな業務へ挑戦することができる制度で、合格者は希望す
る職務に配属されます。

労働者の男女の賃金の差異(％)(※1・2)
(※1) 労働者の男女の賃金の差異は、当社における賃金台帳に記載のある社員を対象とし、出向契約の締結内容に基づき、当社より
給与を支払っている他社からの出向者および他社への出向者を含みます。



お客さま満足度調査 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

お客さま満足度調査（％） 79 78 79 83 84

（※1）「お客さま満足度調査（お客さまの声調査）」を実施し、お客さまからの評価をもとにサービス改善に取り組んでいます。
（※2）「満足」「やや満足」「どちらともいえない」「やや不満」「不満足」の5段階でご評価をいただき、「満足」「やや満
足」の合計の割合を示しています。



■ESGデータ集

ガバナンスに関するデータ

取締役会等の構成 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

取締役会 議長 代表執行役社長 代表執行役社長 代表執行役社長 代表執行役社長 代表執行役社長

取締役数（人） 9 10 11 11 11

うち社外取締役数（人） 5 6 7 7 7

女性取締役の割合（％） 22.2 20.0 36.4 36.4 36.4

監査委員会 委員長 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役

監査委員人数 5 4 5 5 5

うち社外取締役数（人） 4 3 4 4 4

指名委員会 委員長 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役

指名委員数（人） 5 5 5 5 5

うち社外取締役数（人） 3 3 3 3 3

報酬委員会 委員長 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役 社外取締役

報酬委員数（人） 3 4 4 4 3

うち社外取締役数（人） 2 3 3 3 2

（※1）各年度7月1日時点で記載しています。

取締役会等の運営状況 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

取締役会 開催回数（回） 17 13 14 14 13

平均出席率（％） 100 99.1 100 100 99

監査委員会 開催回数（回） 17 16 17 16 16

平均出席率（％） 100 100 100 100 100

指名委員会 開催回数（回） 5 5 4 7 7

平均出席率（％） 100 100 100 100 100

報酬委員会 開催回数（回） 8 7 6 6 6

平均出席率（％） 100 100 100 100 100

執行役構成 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

28 29 23 23 24

女性執行役の割合（％） 3.6 6.9 17.4 17.4 12.5

（※）各年度7月1日時点で記載しています。

役員報酬（2024年度）

賞与 株式報酬
30 30 - - -

93 93 - - -

868 549 227 51 39

1

8

27

対象となる
役員の員数

(名)
固定報酬 業績連動報酬等

報酬等の種類別の総額（百万円）
業績非連動型
株式報酬等

Ｇ

取締役（社外取締役を除く。）

社外取締役

執行役

（※1） 当社は、当社または当社の親会社等の執行役を兼任する取締役に対して取締役としての報酬等を支給していないため、上表における取締役の「対象となる役員の員数」
に当社または当社の親会社等の執行役を兼任する取締役を含んでいません。
（※2）業績連動報酬等及び業績非連動型株式報酬等には、当事業年度に費用計上した金額を記載しています。なお、当社では原則として、毎事業年度末において、業績連動報酬
等及び業績非連動型株式報酬等について、当該事業年度に発生したと見込まれる金額をそれぞれ引当金として費用計上し、給付時等に当該引当金を取り崩す処理を行っていま
す。引当金の計上額と確定した金額とには差異が発生する場合があります。

役員区分

（※）各年度4月1日〜3月31日。
   平均出席率︓各開催回の出席率の値を計算し、1事業年度分の和を求めたうえで、開催回数で除したもの。（小数点以下第2位を四捨五入。）

報酬等の総額
（百万円）

（※2）当社は、コーポレートガバナンス・コード等を踏まえて、筆頭社外取締役を社外取締役の互選により選定しています。
                                                （2025年度7月末時点︓富井聡取締役）

執行役数（人）



株式数（株） 議決権の数（個） 内容
ー ー ー
ー ー ー
ー ー ー

(自己保有株式）
普通株式

11,200 ー

普通株式

371,737,600

普通株式

73,900

371,822,700 ー ー

ー 3,717,376 ー

会計監査人の状況 2025年3月31日現在

継続監査期間（年）

19

腐敗防止等に関するデータ
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

（※1）利益相反のおそれのある取引によりお客さまの利益が不当に害されたと認定され行政処分を受けた件数です。

（※2）会社の業務に係るインサイダー取引規制違反により刑事罰又は行政処分を受けた件数です。

政治献金
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

0 0 0 0

贈収賄等の腐敗行為に関する罰金の金額（円）

無議決権株式
議決権制限株式（自己株式等）

同上

贈収賄等の腐敗行為に関する件数（件）

ー

権利内容に何ら制限
のない当社における
標準となる株式

2025年9月30日現在

有限責任あずさ監査法人

完全議決権株式（その他）

監査法人名称

（※1）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式390,500株（議決権3,905個）が含まれています。
（※2）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれています。

単元未満株式

発行済株式総数

総株主の議決権

ー

政治献金額（円）
区分

利益相反件数（件）（※1）
インサイダー取引件数（件）（※2）

議決権制限株式（その他）

議決権の状況
区分

完全議決権株式（自己株式等）

3,717,376

贈収賄等の腐敗行為に関する有罪判決件数（件）

区分


